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会計監査人に関する事項
1. 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
（1）当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 43百万円
（2）当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額 43百万円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しており

ませんので、上記（1）の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しております。
2. 当社の子会社のうち、弘電社機電工程（北京）有限公司及び弘電社物業管理（北京）有限公司は、当社の会計監査人以外の監査法

人による監査を受けております。
3. 当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の妥

当性や適正性を確認し、会計監査の職務遂行状況及び監査時間、報酬単価の算出根拠や算定内容を精査した結果、当該報酬は適切で
あると判断し、会計監査人の報酬等の額について同意を行っております。

3. 非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託しておりません。

4. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株主総会

に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同

意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任
後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。
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会社の体制及び方針
1. 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するため
の体制についての決定内容の概要は、以下のとおりであります。

（1）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 会社の基本方針である「企業理念」、「経営方針」、コンプライアンス方針である「弘電社行動基準」、社内規程

である「コンプライアンス規則」のもと、法令遵守と社会倫理の遵守を周知徹底します。
② コンプライアンス委員会において、法令遵守等に係る会社の基本方針や啓蒙・教育活動に関する決定を行いま

す。
また、各部署の法務マネージャーはコンプライアンス委員会において定められた基本方針に基づき、コンプラ
イアンス活動が社内において、適正且つ迅速に行われるよう、管理する義務を負います。

③ コンプライアンス体制における内部通報窓口であるヘルプラインを総務部及び顧問弁護士事務所に設置し、法
令違反行為を早期に発見、是正することが出来るコンプライアンス体制とします。

④ 市民生活の秩序や安全、企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、ま
た反社会的勢力からの不当な要求に対しては、組織全体で毅然とした態度で対応し、一切の関係を遮断します。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報の文書及びデータについては、文書管理規程に基づき、定められた期間、保存及

び管理を行います。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理規程を定め、社内におけるコンプライアンス、財務、災害、環境、品質、情報セキュリティー、輸出

管理のリスク管理担当部門を定めます。各担当部門はそれぞれの部門に属するリスクの管理及び対応策を構築し、
また社内へ周知徹底します。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 定例取締役会を年間計画に基づき開催するとともに、必要に応じて適時取締役会を開催し、重要事項について

迅速に意思決定を行います。
② 取締役会の決定に基づく業務執行については、経営戦略会議規則において、それぞれの責任者及びその責任、

執行手続の詳細について定めます。

（5）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 親会社である三菱電機のグループ会社として業務の適正を確保するための体制
ⅰ．当社は親会社の内部監査部門による定期監査を受け入れるとともに、親会社の内部通報制度を社内周知徹底

することとします。
ⅱ．親会社の実施する親会社グループのコンプライアンス会議及び研修会に出席することとします。

② 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社は関係会社管理規則を定め、同規則に基づき子会社から当社担当部門が報告を受けます。また当社取締役

会ほか重要会議にて当社担当部門から子会社に関する事項につき報告を行います。
③ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は内部監査規則を定め、監査部による定期的な内部監査を実施し、報告を受けます。また子会社のリスク
発生防止のため当社担当部門による、業務支援、教育等を実施します。

④ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ．当社は関係会社管理規則を定め、同規則に基づき子会社の管理責任部門を定め、子会社の取締役等の職務が

効率的に行われることを管理します。
ⅱ．当社より子会社へ役員を派遣し、子会社の取締役等の職務の執行状況について把握します。

⑤ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ⅰ．子会社には当社による監査を定期的に実施します。
ⅱ．子会社に当社より役員を派遣し、子会社の業務の適正性を確認します。
ⅲ．子会社に当社の内部通報制度を周知します。
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（6）監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査等委員会から要求があった場合、監査等委員会と協議し、職務を補助する使用人を置くこととします。

（7）監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である者を除く。）からの独立性に関する事項及び
使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の職務を補助する使用人を置く場合、その使用人の任命にあたっては監査等委員会の同意を得て行

うものとし、また、その使用人の人事異動、人事評価等に関しても、監査等委員会の同意を得るものとします。
また、監査等委員会の職務を補助する使用人は監査等委員会から受けた指示に関して取締役等（監査等委員であ

る者を除く）の指揮命令を受けません。

（8）当社並びに子会社の取締役(監査等委員である者を除く)及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制及びそ
の他の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査等委員は取締役会等重要会議に出席し、取締役及び使用人から経営、財務、コンプライアンス、リスク管
理、内部監査の状況等について報告を受けるものとします。

② 監査等委員会は代表取締役と定期的な情報交換会を実施します。
③ 当社の内部監査部門は定期的に監査等委員会に報告を行います。
④ 業務執行に関し、重大な法令もしくは社内規程の違反又は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実につい

て子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は速やかに当社の監査等委員会に報告します。
⑤ 監査等委員会が当社並びに子会社の取締役及び従業員等に報告を求めた場合は、速やかに報告するものとし、

報告をしたことを理由に不利益な取扱いはしません。

（9）当社の監査等委員の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針
① 監査等委員が職務執行に必要と判断し、弁護士、公認会計士、その他外部機関を活用し費用が生じた場合、監

査費用としてこれを認めます。
② 監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、当該監査等委員の

職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに関係部門より当該費用又は債務を処理します。

（10）財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制を整備し、定期的に有効性を評価します。

2. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社は取締役会にて決議されました「内部統制システムの整備に関する基本方針」に基づき、内部統制システムを

整備・運用しており、その運用状況の概要は次のとおりです。

（1）法令遵守（コンプライアンス）体制の運用状況
・当社は社長を委員長とするコンプライアンス委員会のもと、委員会を年2回開催し年度方針を策定し、コンプライ
アンス活動を実施しております。また各部門の部門長を法務マネージャーに任命し委員会で定められた年度方針
の推進活動を実施しております。

・当社は内部通報窓口として、社内と社外（弁護士事務所）に窓口を設置しています。
・当社は反社会的勢力との関係遮断の取り組みとして、（公社）警視庁管内特殊暴力防止対策連合会及び（公財）暴
力団追放運動推進都民センターに加入するとともに、取引先の属性調査の実施、契約書への暴排条項の挿入等を
徹底しております。

（2）取締役会の効率的な運用状況
当社は定例取締役会を年間計画に基づき開催し、取締役相互の監視・監督を行うとともに経営方針の意思決定や

法令定款及び会社規則で定められた重要事項を決議しております。
また、取締役会は経営の効率化・迅速化を図るため、一部の業務執行について経営戦略会議に委任し、その監

視・監督を行っております。
当社では上記定例取締役会の他、取締役の意見交換会や経営トップ（社長執行役員）と社外取締役との意見交換

会、また社外取締役同士の情報交換会及び役員に対する勉強会を実施し、取締役会の実効性の確保に努めておりま
す。
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（3）企業集団に関する体制の運用状況
当社は子会社に対し役員を派遣するとともに、当社のコンプライアンス計画のもと、定期的な監査・教育等を実

施しております。また、親会社のグループ会社としては親会社からの監査を定期的に受けるとともに親会社の企業
集団の一員としての法令遵守活動を実施しております。

（4）リスク管理体制の運用状況
当社はリスク管理規程を定め、コンプライアンス・財務・災害・環境・品質・情報・輸出等のリスクに対する担

当部門を明確化しております。担当部門は委員会等を設置し、リスクに対する管理活動を実施し、問題発生時には
取締役会・コンプライアンス委員会等に報告する体制を確立しております。

（5）財務報告の信頼性を確保する体制の運用状況
当社は財務報告の適正性と信頼性を確保するため、内部統制委員会を設置し、年度計画に基づき活動し、内部統

制の有効性を評価しております。

（6）監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることの運用状況
当社の監査等委員である取締役は、取締役会・経営戦略会議・コンプライアンス委員会等の重要会議に出席し有

用な意見を述べるとともに、取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求めております。
また、代表取締役・会計監査人・内部監査部門と定期的な情報交換を実施する等、実効性の確保に努めておりま

す。
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連結株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 1,520 1,070 16,335 △76 18,849
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △770 △770
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,737 2,737

自 己 株 式 の 取 得 △236 △236
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 − − 1,967 △236 1,731
当 期 末 残 高 1,520 1,070 18,303 △313 20,581

その他の包括利益累計額
非 支 配
株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 118 356 1,029 1,505 100 20,455
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △770
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,737

自 己 株 式 の 取 得 △236
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 36 △227 △85 △276 2 △273

当 期 変 動 額 合 計 36 △227 △85 △276 2 1,458
当 期 末 残 高 155 129 944 1,229 103 21,914
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連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数２社
連結子会社の名称
弘電工事株式会社
弘電社機電工程（北京）有限公司

なお、前連結会計年度において連結子会社でありました弘電社物業管理（北京）有限公司は清算したため、連
結の範囲から除いておりますが、清算結了までの損益計算書は連結しております。

非連結子会社の数１社
非連結子会社の名称
東新電気工業株式会社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等は、いずれも連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

（2）持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

該当事項はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社の名称 東新電気工業株式会社
（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除いても
連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社である弘電社機電工程（北京）有限公司の決算日は2024年12月31日であります。連結計算書類の作
成に当たっては同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、2025年１月１日から連結決算日2025年
３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
なお、弘電工事株式会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

ロ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 工 事 支 出 金 個別法による原価法
商 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げ

の方法）
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法を採用しております。ただし、当社が1998年４月１日以降取得した建物（附属設備は除く）並
びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
また、国内連結子会社及び在外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物・構築物 ３年〜50年
工具器具・備品 ２年〜20年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金
従業員の賞与に充てるため、賞与支給見込額を計上しております。

ハ 完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額を計
上しております。

ニ 工事損失引当金
当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることの出来る工
事について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。

ホ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。
また、執行役員の退職金の支給に備えるため、当連結会計年度末要支給額を計上しております。
数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその
他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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ロ 収益及び費用の計上基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基
準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月
26日。以下「収益認識適用指針」という。）を適用しており、顧客との契約について、以下の５ステップア
プローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に
権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

（a）工事契約に係る収益
工事契約に係る収益には、主に屋内内線工事・送電線工事・発電工事等が含まれ、工事の進捗部分につい

ては成果の確実性が認められる場合、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しており
ます。また、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積工事原価総額に対する発生原価の割合
（インプット法）で算出しており、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来ない工事について
は、原価回収基準を適用しております。なお、工期が短い営繕工事については、完全に履行義務を充足した
時点で収益を認識しております。

（b）商品の販売に係る収益
商品の販売に係る収益には、主に親会社三菱電機株式会社との代理店契約・特約店契約に基づき、同社の

製造する汎用電気機器・産業用電気・電子機器・冷熱住設機器等が含まれ、引渡時点において顧客が当該商
品に対する支配を獲得した段階で、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
◇代理人取引に係る収益認識
商品販売事業における代理人取引契約に係る収益について、顧客への商品の提供における当社の役割が

代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収
益を認識しております。商品販売事業のうち口銭受領取引を代理人取引とし、財又はサービスが顧客に提
供される前に当該財又はサービスを支配しているか否かの判定は、財又はサービスの提供に対して主たる
責任を有していること、当該財又はサービスが顧客に提供される前等に在庫リスクを有していること及び
当該財又はサービスの価格設定において裁量権を有していること等の指標を考慮しております。
◇変動対価が含まれる取引に係る収益認識
商品販売事業における一部の取引高リベート並びに目標達成リベートについて、変動対価に関する不確

実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の著しい減額が発生しない可能性が高い範囲での
み、取引価格に反映する方法で収益を認識しております。

ハ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、在外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて
おります。

2. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会計
基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項
ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類におけ
る取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。
当該会計方針の変更は、遡及適用され、会計方針の変更の累積的影響額は当連結会計年度の期首の純資産の帳簿価額
に反映されております。なお、当該会計方針の変更による影響はありません。
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3. 未適用の会計基準等
・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日）
・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日）
ほか、関連する企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針の改正

(1) 概要
国際的な会計基準と同様に、借手の全てのリースについて資産・負債を計上する等の取扱いを定めるもの。

(2) 適用予定日
2028年３月期の期首より適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響
「リースに関する会計基準」等の適用による連結計算書類に与える影響額については、現時点で評価中であります。

4. 会計上の見積りに関する注記
（1）履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上
① 当連結会計年度計上額

科目名 金額（百万円）
完成工事高 30,318
うち、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり認識された収益
（原価回収基準の適用により認識された収益を除く） 24,488

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
見積りの算出方法
履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法では、見積工事原価総額に対する発生
原価の割合をもって工事の進捗率を見積り、工事収益総額に進捗率を乗じて完成工事高を計上しております。

見積りの算出に用いた仮定
工事原価総額の見積りにおいては、図面・施工状況等を勘案し、資機材及び電工人数の必要量を算定しており
ます。また、資機材や電工費の金額については業者の見積回答を基礎とし、見積回答が入手出来ない場合につ
いては市場価格や過去の類似の案件を参考にしております。

翌年度の連結計算書類に与える影響額
工事原価総額の見積りの基礎となる実行予算には、過去の類似案件の作業内容や工期等の仮定に基づく見積り
が含まれております。更に、実行予算の作成後も、施主や元請業者からの追加工事の依頼や仕様変更等が多く
行われること、また、他社が施工する建築・配管工事等の影響も受けることから、契約条件及び施工内容が変
更された場合、実行予算が見直されることとなります。そのため、当連結会計年度末時点における契約条件及
び施工内容を基に作成される工事原価総額の見積りには高い不確実性を伴う場合があり、翌連結会計年度の完
成工事高に影響を与える可能性があります。なお、当連結会計年度末において一定の期間にわたり収益を認識
する方法（原価回収基準の適用を除く）を採用している工事案件に係る手持工事（完成工事高未計上部分）は
25,808百万円となっております。
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（2）工事損失引当金の計上
① 当連結会計年度計上額

科目名 金額（百万円）
工事損失引当金 183

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
見積りの算出方法
工事損失引当金については当連結会計年度末における手持工事のうち、将来に損失の発生が見込まれ、かつ、
工事収益総額及び工事原価総額を合理的に見積ることが出来る工事について、見積工事原価総額が工事収益総
額を超過する金額から既に計上された損失の額を差し引き、その残額を将来の損失見込額として計上しており
ます。

見積りの算出に用いた仮定
工事原価総額の見積りの算出に用いた仮定は、「（1）履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を
認識する方法による完成工事高の計上」と同一となります。

翌年度の連結計算書類に与える影響額
工事損失引当金の算出には、工事原価総額の見積りが使用されます。工事原価総額の見積りには、「（1）履行義
務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上」に記載のとおり、
高い不確実性を伴う場合があり、工事原価総額の見積りの変動により当連結会計年度に見積もられた工事損失
引当金と乖離が生じる可能性があります。

5. 連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,520百万円
※有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額を含めております。

6. 連結損益計算書に関する注記
売上原価のうち工事損失引当金繰入額 34百万円

7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,970,000株

（2）当連結会計年度末の自己株式の種類及び株式数
普通株式 236,420株

（3）配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2024年５月９日
取締役会 普通株式 477 270 2024年３月31日 2024年６月７日

2024年10月31日
取締役会 普通株式 292 33 2024年９月30日 2024年12月３日

（注）2024年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っております。2024年３月31日基準日の配
当額については、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

2025年５月９日
取締役会 普通株式 利益剰余金 445 51 2025年

３月31日
2025年
６月９日
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8. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、短期的な運転資金は主に銀行から
の借入により調達する方針であります。なお、デリバティブ取引は行っておりません。
営業債権である受取手形、電子記録債権、完成工事未収入金及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、信用取引管理規程に従い、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、
取引の可否を決定しております。
短期貸付金は、親会社である三菱電機㈱に対するものであります。同社の財務状況は健全であることから、信用
リスクは僅少であります。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株
式であり、定期的に時価を把握することにより管理を行っております。
営業債務である電子記録債務、工事未払金及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金は短期借入金のみであり、営業取引に係る資金調達であります。
営業取引以外の債務である未払金は、１年以内の支払期日であります。
また、営業債務、借入金並びに営業取引以外の債務は流動性リスク（支払期日に支払いを実行出来なくなるリス
ク）に晒されておりますが、当社グループでは、月次に資金繰表を作成するなどの方法により管理しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,160百万円）は、「投資有価証券」には含めておりませ
ん。また、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては、注記を省略しておりま
す。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

投資有価証券
その他有価証券 280 280 −

（3）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分
類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察出来ないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す
るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 280 − − 280

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
該当事項はありません。

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル
１の時価に分類しております。
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9. 収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、下記に記載のとおりです。
（単位：百万円）

電気設備工事 商品販売 合計

売上高
一時点で移転される財又はサービス 5,739 8,945 14,684
一定の期間にわたり移転される財又は
サービス 24,579 − 24,579

顧客との契約から生じる収益 30,318 8,945 39,264

収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義務を
充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサービスに含めております。

（2）収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表「1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（4）会計方針に関する事項
④その他連結計算書類の作成のための重要な事項 ロ収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているた
め、注記を省略しております。

（3）顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度
末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情
報
① 契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約資産と顧客から生じた債権のそれぞれについて、他の資産と区分しております。顧
客との契約から生じた債権については適切な科目として受取手形、電子記録債権、完成工事未収入金、売掛金で
連結貸借対照表に表示しております。また契約負債もその他の負債と区分して、適切な科目として契約負債で連
結貸借対照表に表示しております。したがいまして、契約資産及び契約負債の残高等の記載を省略しております。
また、当連結会計年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額は267百万円です。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末における残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、１年

以内が16,667百万円、１年超が7,777百万円を見込んでおります。
なお、当初に予想される契約期間が１年以内の契約については、実務上の便法を適用し、記載を省略しており

ます。

10. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,497円34銭
１株当たり当期純利益 309円66銭

（注） 本連結計算書類中の記載金額は、表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。

― 12 ―

2025年05月22日 16時39分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



株主資本等変動計算書

（自
至

2024
2025

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 その他資本

剰 余 金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰 越
利益剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 1,520 1,070 0 312 7,610 8,107 △76 18,544
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △770 △770
当 期 純 利 益 2,789 2,789
自己株式の取得 △236 △236
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 − − − − − 2,019 △236 1,783
当 期 末 残 高 1,520 1,070 0 312 7,610 10,126 △313 20,327

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 118 118 18,662
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △770
当 期 純 利 益 2,789
自己株式の取得 △236
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 36 36 36

当 期 変 動 額 合 計 36 36 1,819
当 期 末 残 高 155 155 20,482
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式及び関係会社出資金
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
未 成 工 事 支 出 金 個別法による原価法
商 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降取得した建物（附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物・構築物 ３年〜50年
工具器具・備品 ２年〜20年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与に充てるため、賞与支給見込額を計上しております。

③ 完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額を計上して
おります。

④ 工事損失引当金
当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることの出来る工事につ
いて、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。

― 14 ―

2025年05月22日 16時39分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



⑤ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給
付算定式基準によっております。
また、執行役員の退職金の支給に備えるため、当事業年度末要支給額を計上しております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日。以下
「収益認識適用指針」という。）を適用しており、顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、
約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価
の額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

① 工事契約に係る収益
工事契約に係る収益には、主に屋内内線工事・送電線工事・発電工事等が含まれ、工事の進捗部分については

成果の確実性が認められる場合、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識しております。ま
た、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積工事原価総額に対する発生原価の割合（インプット法）
で算出しており、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来ない工事については、原価回収基準を適
用しております。なお、工期が短い営繕工事については、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しており
ます。

② 商品の販売に係る収益
商品の販売に係る収益には、主に親会社三菱電機株式会社との代理店契約・特約店契約に基づき、同社の製造

する汎用電気機器・産業用電気・電子機器・冷熱住設機器等が含まれ、引渡時点において顧客が当該商品に対す
る支配を獲得した段階で、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
（a）代理人取引に係る収益認識

商品販売事業における代理人取引契約に係る収益について、顧客への商品の提供における当社の役割が代理
人に該当する取引については、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識
しております。商品販売事業のうち口銭受領取引を代理人取引とし、財又はサービスが顧客に提供する前に当
該財又はサービスを支配しているか否かの判定は、財又はサービスの提供に対して主たる責任を有しているこ
と、当該財又はサービスが顧客に提供される前等に在庫リスクを有していること及び当該財又はサービスの価
格設定において裁量権を有していること等の指標を考慮しております。

（b）変動対価が含まれる取引に係る収益認識
商品販売事業における一部の取引高リベート並びに目標達成リベートについて、変動対価に関する不確実性

がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の著しい減額が発生しない可能性が高い範囲でのみ、取引
価格に反映する方法で収益を認識しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類
におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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2. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会計
基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20−３項
ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号
2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
（1）履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上
① 当事業年度計上額

科目名 金額（百万円）
完成工事高 30,053
うち、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり認識された収益
（原価回収基準の適用により認識された収益を除く） 24,294

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
見積りの算出方法
履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法における見積りの算出方法は、連結注
記表における「４. 会計上の見積りに関する注記」の「（1）履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわた
り収益を認識する方法による完成工事高の計上」と同一となります。

見積りの算出に用いた仮定
工事原価総額の見積りの算出に用いた仮定は、連結注記表における「４. 会計上の見積りに関する注記」の
「（1）履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上」と同一
となります。

翌年度の計算書類に与える影響額
工事原価総額の見積りの基礎となる実行予算には、過去の類似案件の作業内容や工期等の仮定に基づく見積り
が含まれています。更に、実行予算の作成後も、施主や元請業者からの追加工事の依頼や仕様変更等が多く行
われること、また、他社が施工する建築・配管工事等の影響も受けることから、契約条件及び施工内容が変更
された場合、実行予算が見直されることとなります。そのため、当事業年度末時点における契約条件及び施工
内容を基に作成される工事原価総額の見積りには高い不確実性を伴う場合があり、翌事業年度の完成工事高に
影響を与える可能性があります。なお、当事業年度末において一定の期間にわたり収益を認識する方法（原価
回収基準の適用を除く）を採用している工事案件に係る手持工事（完成工事高未計上部分）は25,797百万円と
なっております。
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（2）工事損失引当金の計上
① 当事業年度計上額

科目名 金額（百万円）
工事損失引当金 177

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
見積りの算出方法
工事損失引当金の見積りの算出方法は、連結注記表における「４. 会計上の見積りに関する注記」の「（2）工
事損失引当金の計上」と同一となります。

見積りの算出に用いた仮定
工事原価総額の見積りの算出に用いた仮定は、連結注記表における「４. 会計上の見積りに関する注記」の
「（2）工事損失引当金の計上」と同一となります。

翌年度の計算書類に与える影響額
工事損失引当金の算出には、工事原価総額の見積りが使用されます。工事原価総額の見積りには、「（1）履行義
務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法による完成工事高の計上」に記載のとおり、
高い不確実性を伴う場合があり、工事原価総額の見積りの変動により当事業年度に見積もられた工事損失引当
金と乖離が生じる可能性があります。

4. 貸借対照表関係に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 1,441百万円
※有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額を含めております。

（2）関係会社に対する金銭債権 1,054百万円

（3）関係会社に対する金銭債務 1,121百万円

5. 損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

売 上 高 7,848百万円
仕 入 高 5,503百万円
営業取引以外の取引高 224百万円

（2）売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 29百万円

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 236,420株
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7. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
賞与引当金 196百万円
未払法定福利費 28 〃
工事損失引当金 54 〃
退職給付引当金 385 〃
長期未払金 17 〃
貸倒引当金 10 〃
未払事業税 38 〃
投資有価証券評価損 5 〃
減損損失 4 〃
その他 28 〃

繰延税金資産小計 768 〃
評価性引当額 △23 〃

繰延税金資産合計 745 〃
（繰延税金負債）
前払年金費用 △461百万円
その他有価証券評価差額金 △68 〃

繰延税金負債合計 △530 〃
繰延税金資産の純額 214 〃

8. 関連当事者との取引に関する注記
（1）親会社及び法人主要株主等

属 性 会社等の
名 称 住 所

資本金又は
出 資 金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合 関係内容 取引の

内容
取引金額
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）直接 間接 役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社 三菱電機㈱ 東京都
千代田区 175,820

電気機械
器 具 製
造・販売

％
51.4

％
―

兼任
１人

転籍
２人

電気設備工
事の受注並
びに商品の
仕入（販売
代理店・特
約店）

電気設備
工事の受注
（完成工事高）

7,847

電子記録
債権 367
完成工事
未収入金

593
( 44)

契約資産 3,089

契約負債 146

資金の貸付 10,246 短期貸付金 8,246

商品の仕入 3,942

未収入金 90
電子記録
債務 269

買掛金 522

（注）1. 完成工事未収入金の（ ）内は内数で、三菱電機フィナンシャルソリューションズ㈱に債権譲渡した金額で
あります。

2. 本表の取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
① 電気設備工事の受注は、当社から見積書を提示し、請負金額を交渉の上、決定しております。
② 商品の仕入の価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上、決定しております。
③ 資金の貸付は、資金の集中管理を目的とした三菱電機㈱が運営する国内グループファイナンスを利用した

ものであります。
なお、貸付金の利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
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（2）兄弟会社等

属 性 会社等の
名 称 住 所

資本金又は
出 資 金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有割合 関係内容 取引の

内容
取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）直接 間接 役員の
兼任等

事業上
の関係

親会社の
子会社

三菱電機住
環境システ
ムズ㈱

東京都
台東区 2,627

照明電材
及び住宅
設備機器
の販売

％
―

％
― なし 商品の仕入 商品の仕入 3,028

未収入金 110
電子記録
債務 587

買掛金 308

（注） 本表の取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
商品の仕入の価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上、決定しております。

9. 収益認識に関する注記
連結注記表の「９. 収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

10. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,345円30銭
１株当たり当期純利益 315円45銭

（注） 本計算書類中の記載金額は表示数値未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年５月15日
株式会社 弘 電 社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 野 浩一郎

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 波多野 直 子

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社弘電社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の

連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社弘電社及び連

結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任

は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社
及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監

査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意

見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類

又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められ

ている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示
する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は
誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提
に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算
書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結
計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監
査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上

の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影
響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減
するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人監査報告書
独立監査人の監査報告書

2025年５月15日
株式会社 弘 電 社
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高 野 浩一郎

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 波多野 直 子

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社弘電社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第146期

事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期

間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任

は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社か
ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監

査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見

を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は

当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内
容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求められ

ている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。

これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する
責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬
により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、

職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。
監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状
況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の
妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に
重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連
する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上

の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影
響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減
するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第146期事業年度における取締役の職務の執行を監査いたしました。

その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備さ

れている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ

て説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい

て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任あずさ監査法人

から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

②事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及びその理由については、取締役会その

他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の

通知を受け、必要に応じて説明を求めました。更に会計監査人の評価・選定に係る相当性に関し検証いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表）について検討いたしました。
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2. 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該

取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月16日
株式会社 弘 電 社 監査等委員会
常勤監査等委員 永 嶋 靖 史 ㊞
監査等委員 東 哲 也 ㊞
監査等委員 友 常 理 子 ㊞

（注） 監査等委員 東 哲也及び友常 理子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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